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１．はじめに
　公益財団法人日本陸上競技連盟（以下、日本陸連）
では、オリンピック周期で体制を変えながら、強化委
員会という組織が強化活動を担っている。2016 年リ
オデジャネイロ・オリンピックに向けても、2012 年
ロンドン・オリンピック終了後直ちに体制が一新され、
４年後に向けた強化活動が展開された。
　４年の過程においては、１年目に世界選手権、２年
目にアジア大会、３年目に世界選手権、そして４年目に
オリンピックというように、毎年主要国際大会に挑みな
がら、集大成として４年目のオリンピックを迎える。リ
オデジャネイロ・オリンピックに向かう過程においても
例外ではなく、１年目の世界選手権モスクワ大会にお
いてはメダル獲得こそ１個にとどまったものの、入賞数
は７個とまずまずの結果を残した。ところが、４年体制
の中間総括ともなる２年目のアジア大会では、金メダル
獲得 10個を目標としながら３個と低迷し、翌年の 2015
年世界選手権北京大会においても、メダル２個、入賞
６個を目標としながら各１個及び２個と惨敗との評価を
受け、当時の強化委員長が辞任する事態となった。
　筆者は、このような体制を立て直すために、2014 年
（２年目）のアジア大会が終了したタイミングから副委
員長として強化委員会入りし、委員長をサポートして
きた。しかしながら、状況を回復するに至らなかった。
それどころか、後任の委員長に指名され、１年後のリ
オデジャネイロ・オリンピックを目指すこととなった。
　結局、本番のリオデジャネイロ・オリンピックでは、
歴史的メダル獲得と評価された男子４× 100 ｍの銀メ
ダルを含むメダル２個を獲得する結果を残し、世間か
ら大いなる賞賛を受けるに至った。本稿では、その１
年間の過程においてどのような取り組みがなされたか
について振り返り、代表レベルでのチーム・マネジメ
ントのあり方について検討することとした。
２．組織改革
　図１は、2012 年 11 月のリオデジャネイロ・オリン
ピックに向けた新強化体制発足当初の強化委員会組織
連携図である。中長距離ロード部門と強化育成部の新
設を目玉として、ナショナルチーム体制を作りながら
強化を進めていくことを大きな特徴とした。
　また、陸上競技は、運動特性の全く違った種目が集
まって形成される競技のため、強化活動を進める場合
には、伝統的に男子短距離部、投擲部といったように
いわゆるブロック制を敷いてきた。つまり、このブロッ
クが他競技で言うナショナルチーム（例えば、サッカー
の男子日本代表チーム）に相当し、各部長が代表監督
トップスポーツのチーム・マネジメントにおける事例的研究
～ 2016 年リオデジャネイロ・オリンピック日本代表陸上競技選手団の取り組みから～
A case study on Team Management of Top Sport
derived from activities of the JAPAN national athletics' team
at the Rio de Janeiro Olympics in 2016
麻　場　一　徳１）　　平　野　　　了２）
Asaba Kazunori １）　Hirano Ryo ２）
【要　約】
　本稿では、2016 年リオデジャネイロ・オリンピックにおいて、男子 4 × 100 ｍリレーの歴史的銀メダル獲得を含む２
個のメダルを獲得し、大いなる成果をあげた日本代表陸上競技選手団の取り組みについて、その成功の要因を検討した。
　その結果、組織改革、代表選手選考、目標設定、あるいは関係者の連携と情報共有をもたらす取り組みなど、合理的な
チーム・マネジメントが存在したことが明らかになった。
　さらに、2020 年東京オリンピックでの成功に向けて、大きなカギとなるであろう事柄についても言及され、成功に導
く五つの課題が示された。
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のような役割を担ってきた経緯がある。
　したがって、オリンピックなどの国際大会に挑む場
合に、一つのチームとしてまとまり難いのが陸上競技
である。と同時に、代表チームの監督は、通常、強化
委員長が務めることになるが、その役割は、ボールゲー
ムの監督のような役割ではなく、パフォーマンス発揮
の環境を整える、いわゆるジェネラル・マネジャーの
ような役割が要求される。
　このように、陸上競技の特徴として日頃から全体が
まとまるような取り組みが必要であるにもかかわら
ず、2015 年の世界選手権当時は、ブロック間の関係性、
あるいは強化委員会と現場との関係性が崩れた状態に
陥っていたのである。
　そのような関係性を修復するために、筆者は図２の
ような組織連携図を作り、関係者が同じフィールドに
立って、同じ目線で取り組んでいくことの重要性を強
調した。そのことが功を奏して、リオデジャネイロ・
オリンピックの結果に結びついていったと考えられる。
３．代表選手選考
　リオデジャネイロ・オリンピック代表選手の選考に
向けて、日本陸連強化委員会において時間をかけて選
考要項の作成を行った。2012 年ロンドン・オリンピッ
ク時の選手選考において選考要項が抽象的であったと
いう反省があったため、今回は選考基準の客観性を重
要視した。具体的には、参加標準記録よりも高いレベ
ルの派遣設定記録を設け、それを突破した競技者を優
先的に選考するようにした。さらに、選考競技会とそ
の競技会で獲得すべき順位、及びそれらの優先順位を
明確に示し、現場の競技者及び指導者が到達目標を具
体化出来るように工夫した。
　また日本陸連では、強化委員会の選考原案を基に、
関係者だけでなく外部有識者をメンバーに加えた選考
委員会で選考案を策定し、それを理事会で承認すると
いうプロセスを設け、選考の公平性、透明性を担保す
るための仕組みを作っている。
　しかしながら、女子マラソンにおいてトラブルが生
じることとなった。女子マラソンでの選考トラブルは、
前年の世界選手権に続いて２年連続であり、男子も含
めてマラソンでの選考トラブルは、過去においても頻
繁に発生している。その原因の一つとして、マラソン
の選考競技会が複数回設定されていることにある。特
に今回は、前年の世界選手権を含めた４回の選考競技
会で３名の代表を選考するというものであったことか
ら、現場の競技者や指導者に大きなストレスをかける
ものとなっていた。つまり、選考競技会で記録的に順
位的に十分な結果を残しても、選ばれるかどうかわか
らないという事態が生じていたのである。
　結局、筆者ら強化委員会が現場の立場に立った言動
に努めることによりトラブルは収まり、最終的に問題
なく代表選考が行われたが、マラソンの選考プロセス
に関しては、依然問題を残したままであった。
４．目標設定
　リオデジャネイロ・オリンピックでは、目標値とし
てメダル１個、入賞５個を掲げて臨んだ。周囲からは
「遠慮がちな目標」と評価されたが、筆者は目標設定
には根拠が必要と常々考えていることから、出場者リ
図１．2012年 11月発足当初の強化委員会組織連係図１） 図２．改革を試みた強化委員会の組織連携図
（2015年 9月当時）２）
公益財団法人日本陸上競技連盟　強化委員会　組織連携図➇ᢏ⪅ᑓ௵ࢥ࣮ࢳ ୰㛗㊥㞳࣐ࣛࢯዪࣥᏊ➇Ṍᙉ໬⫱ᡂ㺪㺆㺎㺷㺢㺼ΰᡂ▷㊥㞳ࣁ࣮ࢻࣝ ᙉ໬᥎㐍ᮏ㒊ᙉ໬ጤဨ఍ ᬑཬ⫱ᡂጤဨ఍㻞㻜㻞㻜ᮾி䜸䝸䞁䝢䝑䜽䝥䝻䝆䜵䜽䝖䝏䞊䝮䐟䝍䝺䞁䝖䝬䝛䝆䝱䞊䐠䝍䝺䞁䝖䝖䝷䞁䝇䝣䜯䞊䐡䝝䜲䝟䝣䜷䞊䝬䞁䝇䝁䞊䝏⫱ᡂ㛵㐃㒊㛛䠄་஦䞉⛉Ꮫ䞉᝟ሗ䠅
山梨学院大学  スポーツ科学研究，第２号，43 - 48，2019
44
ストが出揃ったタイミングで、詳細な戦力分析を行っ
た上で上述の目標を設定した。
　具体的には、直前の世界ランキングを参考に、世
界ランク５傑以内に入っている男子 20km 競歩、男子
50km 競歩、男子４× 100 ｍリレー、女子マラソンの
４種目をメダル候補とし、これに 12 傑以内にある女
子 10000 ｍを加えて入賞候補とした（男子 20km競歩、
男子 50km 競歩、女子マラソンは複数入賞期待）。つ
け加えて、メダル１個とした理由は以下の通りである。
まず、女子マラソンでは事前に故障の情報があったこ
と、そして、４× 100 ｍリレーは高速度でのバトンパ
スが３カ所ある種目特性からギャンブル的要素が存在
するため確実にメダルを獲る種目として計算に入れな
かった。残る 20km 競歩と 50km 競歩のどちらか一種
目という計算でメダル１個を掲げるに至った。
　陸上競技の特性として、国際大会のような大舞台で
大きくパフォーマンスを伸ばして番狂わせを起こすよ
うな結果を出すことは難しい。したがって、それ以前
に実力を蓄え、本番では持てる力を遺憾なく発揮する
ような準備の仕方が望ましい。その意味において、男
子４× 100 ｍリレーと男子 50km 競歩の荒井広宙選手
については、それぞれ、チームベスト記録、ランキン
グ通りの順位、といったように実力通りの成績を残し
たことから、メダル獲得のためのプロセスをしっかり
踏んだ上で本番に臨んだ結果と考えられる。
５．連携と情報共有
　日本代表チームとしてオリンピックで思うような成
績をあげるために、チームが一つにまとまることが重
要であることは先に述べたとおりであるが、今回の大
会では、地球の裏側の遠隔地で開催されることなどか
ら、様々な制限が予想され、当然、帯同スタッフにお
いてもその数を制限されることが予想された。そのよ
うな状況の中、チーム内だけでなく、チーム外の関係
者とも連携や情報共有を図るために、選手村入りする
直前に約１週間の合同調整合宿を行った。この合宿実
施に際しては、２年ほど前からその準備にとりかか
り、何度も下見を重ねた上で、アメリカ合衆国ニュー
ジャージー州に位置するプリンストン大学が選択され
た。代表選手、スタッフはもちろん、それ以外に各選
図３．東京オリンピックに向けた強化組織図（2018年 1月）３）
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手の専任コーチ、トレーナー、日本陸連医事委員会及
び科学委員会スタッフ等が集結し、さらには栄養士及
び調理師も帯同して、練習環境、生活環境はもちろん、
情報共有などチーム力強化の面においても、万全の準
備を施した上での現地入りが実現した。
　以上のような事前準備が功を奏し、現地では、特に
スタッフ間の連携がよく機能した。その典型的な出来
事が男子 50km 競歩のメダル奪還のプロセスである。
これについては、レース終盤に荒井選手とカナダの選
手が接触し、カナダ側からの抗議により、３位でゴー
ルした荒井選手が失格となった。我々帯同スタッフは、
接触の瞬間を見ていなかったが、テレビ中継を観てい
た解説スタッフが抗議の可能性を我々に指摘し、それ
をきっかけに、日本で待機している者を含め、あらゆ
る立場のスタッフが連携、連動して情報を集め、上訴
を成功させたというプロセスである。わずか 30 分とい
う限られた時間の中でのこの連携プレーが、現地時間
でその日の夜実現した男子４×100 ｍリレーの歴史的
銀メダル獲得に好影響を与えたことは言うまでもない。
６．2020 東京オリンピックに向けて
　以上のように、2016 年リオデジャネイロ・オリン
ピックでは、日本代表陸上競技選手団は素晴らしい成
果をあげることができた。その一方で、改善すべき課
題も散見され、これらの成果と課題を 2020 年東京オ
リンピックに活かすことが重要だと思われる。
　本稿のまとめに代えて、2020 年東京オリンピック
の成功に向けて、強化戦略上カギを握ると思われる事
柄に言及していきたい。
　まずはチーム作りである。リオデジャネイロ・オリン
ピック後、日本陸連強化委員会は東京に向けた組織改
革を行った。図３がその組織図であるが、これには二つ
の特徴がある。一つは、それまでのブロック制から種目
特化型の組織に変わったこと。もう一つは、それぞれの
種目レベルにより、例えばメダルターゲット、TOP８ター
ゲットというように到達目標を変えながら強化を進めて
いく体制になったことである。これにより、目標や強化
のプロセスが明確化した一方で、チームとしてのまとま
りを形成し難い状況が生まれているのも確かである。そ
の点をどう克服するかが課題となり、強化スタッフ間の
図４．東京オリンピックマラソン代表選考の流れ（ＭＧＣシリーズ）４）
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コミュニケーションを日常的に取っていくと同時に、リ
オデジャネイロ・オリンピックの事前合宿のように選手、
スタッフがまとまるための施策を検討する必要がある。
　二つ目は、代表選考の客観化である。特にマラソン
では、これまで、オリンピックのたびに選手選考に関す
る騒動が起こっている。今回、東京オリンピックに向け
て、マラソン強化戦略プロジェクトを組織するとともに、
ＭＧＣ（マラソン・グランド・チャンピオンシップ）シリー
ズという画期的な選考方法が立案され（図４）、2017 年
３月の日本陸連理事会で承認された。この方法は、こ
れまでの複数競技会による選考方法を活かしながら一
発選考の要素を加味した、客観性の高いものとなって
いる。早速その効果が表れ、約１年後の 2018 年２月
25日に開催された東京マラソンにおいて設楽悠太選手
（HONDA）が 16年間停滞していた男子マラソンの日本
記録更新を実現している。このように、代表選考の仕
掛けがパフォーマンスに好影響を与えるような方法を
他の種目においても構築できると良いと思われる。
　三つ目は、目標設定の明確化である。東京オリンピッ
クでは、メダル獲得数が注目の的となることは否めな
い。この目標設定を誤ると、選手のモチベーションを
下げることにつながるし、世間からの大きな批判にさ
らされることにもつながる。リオデジャネイロ・オリ
ンピック時と同様、戦力分析を詳細に行い、確固たる
根拠の上で目標設定することが大切である。この点に
ついて、前回、1964 年の東京オリンピックから 2016
年リオデジャネイロ・オリンピックまでの各大会のメ
ダル及び入賞獲得数は表１のとおりであり。この結果
を見る限り、希望的見地から多くのメダル獲得を目標
として設定することは避けたいところである。
　また、今回から出場権の獲得が、これまでの参加標
準記録でなく、ワールドランキング制による獲得ポイ
ントで決まることになる。これは、各大会で得られた
記録ポイントと順位ポイントとの合計がランキングポ
イントとなり、それで世界ランキングをつける制度で
ある。東京オリンピックの出場権は、この世界ランキ
ングが決められた順位内にある選手に与えられる。そ
のため、新しい制度に適応した強化対策を講じながら、
到達地点（目標）及びそこまでのプロセスを具体的に
設定していくことが重要となる。
　四つ目は、確固たる科学的バックグラウンドを持つ
ことである。特に東京オリンピックは過酷な暑熱環境
下で実施されることがわかっている。地の利を活かす
意味においても、我が国の科学の粋を結集し、パフォー
マンス向上を引き出すような取り組みが大切である。
陸上競技においては、メダル有望種目とされるいわゆ
る３本柱（男子リレー、男女マラソン、男子競歩）の
うち２つが持久的種目であることから、暑熱対策は大
きなカギとなる。全体的傾向はかなりの所まで分析さ
れているので、最終的に代表選手の個性にどう適用さ
せるかが重要である。
　そして最後の五つ目として、国民から応援してもらえ
るような取り組みである。近年、我が国のスポーツ界で
は、2018 年２月に開催された平昌オリンピックでの羽
生選手や小平選手のように、国民から絶大なる応援を
獲得したアスリートが好結果を残す傾向がある。その理
由の一つとして、ＳＮＳ等のメディアの発達があげられ
る。良きにつけ悪しきにつけ情報が瞬時に拡散される現
状において、メディアを味方につけることが国民の応援
を獲得することにつながるのは間違いない。そのために
も、ＭＧＣシリーズのように国民の興味関心を誘うとと
もにアスリートのパフォーマンスを引き出すような仕掛
けを構築し、積極的に発信していくことが大切である。
　以上のような課題をクリアしつつ、本番で成果をあげ
られるよう取り組んでいくことが重要だと考えられる。
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